
低 入 札 工 事 特 記 仕 様 書 

 

 地方自治法施行令第 167 条の 10 第１項に基づく「静岡県低入札価格調査制度

実施要領」の規定による調査対象者が落札した場合は次に掲げる措置を講じな

ければならない。 

 

１ 契約の保証 

契約保証金の額、保証金額又は保険金額は、請負代金額の10分の３以上とする。 

 

２ 補助技術者の配置 

 主任技術者（監理技術者）とは別に、建設業法第 26 条第 1項に規定する者と

同等以上の技術者を専任で 1 名現場に配置しなければならない。この技術者は

補助技術者と呼び、主任技術者（監理技術者）を補佐し工事の品質確保に努め

る。なお、現場代理人、主任技術者（監理技術者）、専門技術者及び補助技術者

を兼ねることは禁止し、別紙 補助技術者通知書を提出する。 

 

３ 監督体制の強化等 

(1)施工体制台帳、下請負人通知書の提出及びその内容のヒアリング 

 ①請負者は発注機関の長等の求めに応じて、施工体制台帳及び下請負人通知

書を発注機関の長等に提出しなければならない。 

 ②上記書類の提出に際して、その内容のヒアリングを発注機関の長等から求

められたときは、請負者は応じなければならない。 

別紙１ 



 ③低入札調査時の下請業者見積書と異なる下請業者または金額での下請契約

は、合理的理由がない場合工事成績を減点する。 

  なお、この場合、「静岡県工事契約等に係る入札参加停止等措置要綱」別表

第 1第 1号に該当する場合がある。 

(2)施工計画書の内容のヒアリング 

  仕様書に基づく施工計画書の提出に際して、その内容のヒアリングを発注

機関の長等から求められたときは、請負者は応じなければならない。 

(3)品質証明の実施 

「農林土木工事共通仕様書」または「土木工事共通仕様書」を適用する工

事においては、各仕様書に規定する品質証明工事の対象とする。 

 

４ 工事コスト調査の実施 

(1)請負者は、下請負者の協力を得て間接工事費等諸経費動向調査票等の作成を

行い、工事完了後、速やかに発注者に提出しなければならない。なお、調査票

等については別途監督職員から指示する。 

(2)請負者は、発注機関の長等の求めに応じて、提出された間接工事費等諸経費

動向調査票について、費用の内訳についてヒアリング調査に応じなければなら

ない。この場合において、請負者は下請負者についてもヒアリングに参加させ

なければならない。 

５ その他 

 その他必要な事項は「静岡県低入札価格調査制度実施要領」の規定による。 


